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Ⅱ、攻めの農林水産業施策の展開について
アベノミクスで象徴される国の成長戦略、特に農業については「農家の所得を十年で倍増」、「農林水産品の輸出額を１兆円に増やす」など威勢のよい目標が並びますが　今回の参院選で示された国民の民意は景気回復を成し遂げ、経済成長を安定軌道に乗せるため、地に足が着いた、生活に根差した成長戦略を展開し、地方の活性化につながる実感できる景気回復を求めているということであります。
　そのなかでも特に、高齢化、後継者の不足、増え続ける耕作放棄地・・など課題が山積の農業をどう立て直し、元気にしていくかということであります。日本が近く交渉に加わる環太平洋経済連携協定―ＴＰＰでは関税の大幅削減・撤廃がテーマになり、その成否がどうであれ、抜本的な改革は不可欠です。

最近、各地で生産に加えて食品加工、流通販売まで手掛ける農家の６次産業化に取り組む生産者が増えています。国はその促進のため2011年3月に「6次産業化法」を施行。国から認定されると、専門ｋ尚アドバイスや、融資面での優遇、新商品開発や加工所建設への補助を受けられるなどのメニューを用意し経営力強化を図る生産者も出てきています。

　

　また、農林水産業者と商工業者がそれぞれの有する経営資源を互いに持ち寄り、新商品・新サービスの開発等に取り組む農工商連携の動きも、2008年（平成20年）7月に「中小企業者と農林漁業者との連携による事業活動の促進に関する法律」-いわゆる農工商連携促進法が施行されたのを契機に中小企業者及び農林漁業者が工夫を凝らして新事業を展開しています。

　一方、輸出による需要拡大にも挑戦。日本の農林水産物・食品の輸出額は現在、４５００億円程度ですが、「攻めの農林水産業」で世界市場を開拓し、輸出額倍増（１兆円）に取り組むとしています。その際、品目別・国別に輸出戦略を策定し、安全・安心で高品質な日本の農林水産物の輸出促進と、日本の食文化・食産業の海外展開を一体的に推進しようという動きもあります。

　第一次産業を核とした産業振興策は今後の地方自治体の重要テーマであると考えます。国の成長戦略を我が地域の活性化に繋げるために、積極的な取り組みが極めて重要な事と考え、以下伺います。

（1）我がまちの農林水産業を中心とした第一次産業の振興策について伺う

（2）我がまちの「6次産業化」、「農工商連携」に取り組んでいる現状と課題について伺う。
（3）我がまちの農林水産物の輸出による海外戦略の可能性と取り組みについて伺う。

（4）高齢化、後継者不足で深刻なのは農地を誰が引き継ぐのかという問題がある。耕作放棄地の現状と対策について伺う
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【考えられる展開】

○農業・農地・農業者を巡る状況

45年間で農地は約2割減少　昭和36年（1961）607.1万ｈａ→平成20年（2008９462.8万ｈａ

平均年齢は65歳と高齢化、後継者も育っていない
平成7年（1994）256万人59.6歳→平成17年224万人64.2歳
15年間で農業所得は半減　平成2年（1989）6.1兆円→平成20年度（2008）3.0兆円

全国で担い手がいない地域が半数以上　全国52％、
北海道14％、東北23％、関東42％.北陸47％、東海67％、近畿63％、中四国68％、九州57％

○農業者の時給

　農水省統計情報部　稲作農家自給：256円　○全国の地域別最低賃金　全国平均713円

○各地の事例
　【萩しーまーと（山口県萩市）】約６割が地元客で地産地消にこだわる道の駅。漁港が隣にある地の利を生かし、新鮮、多品種で安価な魚介類が人気。ユニークな加工品も続々。県内随一の集客力がある。

　【馬路村のゆず（高知県）】中山間地にある人口１０００人弱の過疎の村で、地元農協が地元産のゆずの加工品を製造販売。個々の商品販売を含め「村ごと売り出す」戦略が功を奏し、年商は３０億円超。

　【葉っぱビジネス（徳島県上勝町）】野山に自生する葉っぱを収穫して高級料理店に「妻物」として卸す。従事する農家は２００軒。７０代の女性が最多で、年収１０００万円の人も。

　【豊前おこしかけ（福岡県豊前市）】通過するだけだった街に開設した九州を代表する道の駅。「スーパーで買えない」地元産品が豊富。「日本一おもいやりのあるトイレ」も好評。

○農業産出額日本一の東三河地方で取り組んでいる植物工場について
■何故、植物工場か（豊橋技科大先端農業バイオリサーチセンターの三枝正彦特任教授）
農地の減少、農業所得の半減そして高齢化と後継者不足の我が国農業の現状から、農工商連携や６次産業化、規模拡大が考えられている中で施設園芸の重要性が増している。

施設園芸、特に植物工場は工場生産と圃場生産の中間で工学の技術の導入が可能であり、システム化により一定時期に保存可能な一定量と一定品質の製品の安定生産を固定化することができる。

日本の植物工場における09年度の市場規模は１４０億円、今後右肩上がりに推移し、15年度には３１０億円、20年度には６４０億円に拡大していくと試算（三菱総研）されている。それでもオランダの15分の１程の規模である。

■先駆的なＩＧＨ（イシグロ農材㈱の石黒功代表取締役社長）
「温室」は植物の生育環境を暖めることで、露地よりも早く（促成栽培）、又は遅く（抑制栽培）収穫することを目的に導入されてきた。

全国の施設園芸はトマト、ホウレンソウ、イチゴ、キュウリ、メロン、スイカ、ネギなどが栽培され、ガラス及びハウスの設置実面積は約５万㌶、そのうち高度化した施設園芸のひとつの姿である植物工場と言われるのは33㌶で0.07％という現状。

今後、天候に左右されず、安定的な生産を行うためには、環境制御装置を導入した温室の割合を増加させることが重要である。
県内でも有数の温室集積地である東三河で代表的な取り組みを展開しているのが豊橋市太陽光型植物工場（ＩＧＨ）であり、経済産業省のイノベーション拠点立地支援事業として㈱サイエンスクリエイト、豊橋技術科学大学、イシグロ農材㈱などの運営組織で構成されている。

ＩＧＨでは、栽培に必要なエネルギーは削ってはいけない。また、効率向上で労働環境改善、資源、土地の有効利用が図れるとの考えで運用している。

食物が生きるためには光合成が大事であり、光、ＣＯ2、水（湿度）、温度のバランスが重要である。　

オランダではトマトは10ａあたり60㌧の収穫があるが、日本では20～30㌧。よって、ＩＧＨでは50㌧の収穫を目標にハード・ソフト両面から取り組んでいる。また、生産だけでなく、地元で販売し、地元飲食店で加工、調理する流通にも取り組んでいる。

植物工場は、季節、天候に左右されず、安定供給が可能で、地域や土地を選ばず、高い生産性と、高付加価値化などが魅力で、今後は園芸農業の更なる発展のために、植物工場化と地域経済の活性化に取り組んでいくとした。

